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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第38期
第３四半期
累計期間

第38期
第３四半期
会計期間

第37期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 4,014,3221,088,2406,005,132

経常利益 (千円) 153,036 7,902 215,373

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 86,703 △129 123,301

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) ― 313,700 313,700

発行済株式総数 (株) ― 4,280,0004,280,000

純資産額 (千円) ― 2,651,4392,616,368

総資産額 (千円) ― 4,995,1105,154,689

１株当たり純資産額 (円) ― 619.93 611.67

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(円) 20.27 △0.03 28.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.00

自己資本比率 (％) ― 53.1 50.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 238,205 ― 200,848

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △106,850 ― △281,116

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △32,442 ― △83,775

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 325,204 226,292

従業員数 (名) ― 159 157

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推

移については、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がありませんので、記載しておりません。

４　第38期第３四半期累計期間及び第37期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益の金額については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

５　第38期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金額については、潜在株式が存在せ

ず、また、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 159
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当第３四半期会計期間における生産実績、受注実績及び販売実績を製品の品目ごとに示すと、次のとおり

であります。

　

(1) 生産実績
　

品目 生産高(千円)

強力吸引作業車 692,593

汚泥吸引作業車 78,893

定置型吸引機 10,585

高圧洗浄車 113,695

移動式汚泥脱水車 27,362

粉粒体吸引・圧送車 33,415

部品売上 142,521

その他 196,869

合計 1,295,938

(注) １　生産高は、販売価格によるとともに、消費税等は含まれておりません。
２　その他は、上記品目に属さない製品、デモ車の生産等が主なものであります。

　

(2) 受注実績
　

品目 受注高(千円) 受注残高(千円)

強力吸引作業車 876,187 912,250

汚泥吸引作業車 28,330 134,580

定置型吸引機 2,800 5,000

高圧洗浄車 108,100 131,200

移動式汚泥脱水車 46,900 46,900

粉粒体吸引・圧送車 72,000 72,000

部品売上 142,521 ─

その他 246,460 277,042

合計 1,523,300 1,578,973

(注) １　受注高及び受注残高は、販売価格によるとともに、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、上記品目に属さない製品、デモ車・中古車の販売及び修理改造等が主なものであります。
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(3) 販売実績
　

品目 販売高(千円)

強力吸引作業車 644,245

汚泥吸引作業車 9,700

定置型吸引機 11,400

高圧洗浄車 100,770

粉粒体吸引・圧送車 32,500

部品売上 142,521

その他 147,103

合計 1,088,240

(注) １　販売高には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、上記品目に属さない製品、デモ車・中古車の販売及び修理改造等が主なものであります。

３　主な輸出先及び輸出高並びにその割合等は、輸出高が総販売実績の10％未満であるため、記載を省略しており

ます。

４　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、いずれも総販売実績の10％未満であ

るため、記載を省略しております。

５　移動式汚泥脱水車の販売実績はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間における我が国経済は、米国発の金融危機により世界経済が大幅に減速する中

で、円高・株価の下落・自動車産業の不振・雇用情勢の悪化等、非常に厳しい状況となりました。

当社では、引き続き「受注の確保第１」を指針に業務を進めてまいりましたが、景気の悪化に伴いユー

ザーの購買（投資）意欲は更に低下し、他社との競合も一層激化しております。

主力製品では、既納ユーザーを主に、受注は減少の傾向にあり、売上は大きく低下しております。

新製品では、乾式吸引車「ネオモービル」の第１号機を受注しておりますが、「ロードリフレッシャー

（路面清掃車）」等は引き続きデモ活動を行っております。

また、特殊製品では、「脱水車」・「汚泥固化装置」・「水循環式排水管清掃車」等受注しましたが、

売上は第４四半期会計期間となります。

海外展開では当第３四半期会計期間での製品売上はありませんが、新たに東南アジア向けＯＤＡ物件

の商談が発生しております。

業績（数値）につきましては、受注高は1,523百万円、売上高は1,088百万円となりました。収益面につ

きましては、当第３四半期会計期間では売上が伸びず、営業損失12百万円、経常利益は７百万円、四半期純

損失は０百万円を計上することとなりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の財政状態は、総資産は、前事業年度末残高に比べ159百万円減少し、4,995百

万円となりました。これは主に、現金及び預金の増加147百万円及びたな卸資産の増加160百万円等はあり

ましたが、売上債権の減少450百万円等によるものであります。

負債は、前事業年度末残高に比べ194百万円減少し、2,343百万円となりました。これは主に、短期借入金

の純増加66百万円等はありましたが、仕入債務の減少240百万円等によるものであります。

純資産は、前事業年度末残高に比べ35百万円増加し、2,651百万円となりました。これは主に、剰余金の

配当51百万円等はありましたが、四半期純利益の計上86百万円によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間のキャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりであります。

営業活動の結果得られた資金は、21百万円となりました。主に、たな卸資産の増加及び仕入債務の減少

はありましたが、売上債権の減少によるものであります。

投資活動の結果使用した資金は、15百万円となりました。主に、定期預金の払戻による収入はありまし

たが、定期預金の預入による支出及び有形固定資産の取得による支出によるものであります。

財務活動の結果得られた資金は、11百万円となりました。主に、長期借入金の返済はありましたが、短期

借入金の純増加によるものであります。

従いまして、現金及び現金同等物の当第３四半期会計期間末残高は、前四半期会計期間末に比べに16百

万円増加し、325百万円となりました。

　

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

 6/24



(4) 対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は、36百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下の通りです。なお、新

たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。

事業所名
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容

投資予定額(千円)

資金調達方法 取得予定年月
完成後の
増加能力

総額 既支払額

明見工場
(高知県南国市)

生産本部
従業員駐車場
用地

30,0002,210自己資金 平成21年３月 ―

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,520,000

計 13,520,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,280,000 4,280,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 4,280,000 4,280,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 4,280,000― 313,700― 356,021

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　2,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,273,000
4,273 同上

単元未満株式
普通株式

5,000
― 同上

発行済株式総数 4,280,000― ―

総株主の議決権 ― 4,273 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
兼松エンジニアリング株式会社

高知県高知市布師田
3981-7

2,000 ― 2,000 0.0

計 ― 2,000 ― 2,000 0.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高(円) 348 377 384 470 430 405 375 370 436

最低(円) 310 310 362 380 381 360 290 330 341

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

10/24



第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)の四

半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 532,707 385,657

受取手形及び売掛金 ※４
 1,430,041 1,880,324

製品 6,783 16,492

原材料 329,411 318,621

仕掛品 391,607 232,848

繰延税金資産 49,541 64,883

その他 47,106 21,510

貸倒引当金 △2,014 △2,373

流動資産合計 2,785,185 2,917,964

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 481,605 488,296

土地 1,237,328 1,237,328

その他（純額） 163,568 189,001

有形固定資産合計 ※１
 1,882,503

※１
 1,914,626

無形固定資産 7,630 4,755

投資その他の資産

繰延税金資産 176,553 169,001

その他 ※３
 177,567

※３
 183,483

貸倒引当金 △34,329 △35,143

投資その他の資産合計 319,791 317,342

固定資産合計 2,209,924 2,236,724

資産合計 4,995,110 5,154,689
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 1,432,224 1,673,184

短期借入金 160,300 107,800

未払法人税等 16,543 28,023

賞与引当金 44,392 79,305

役員賞与引当金 7,767 9,825

製品保証引当金 35,000 40,000

その他 199,008 139,597

流動負債合計 1,895,235 2,077,735

固定負債

長期借入金 33,000 64,350

退職給付引当金 116,840 110,700

役員退職慰労引当金 292,519 285,535

その他 6,074 －

固定負債合計 448,435 460,585

負債合計 2,343,670 2,538,321

純資産の部

株主資本

資本金 313,700 313,700

資本剰余金 356,021 356,021

利益剰余金 1,979,174 1,943,800

自己株式 △1,451 △1,291

株主資本合計 2,647,444 2,612,230

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,995 4,138

評価・換算差額等合計 3,995 4,138

純資産合計 2,651,439 2,616,368

負債純資産合計 4,995,110 5,154,689
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 4,014,322

売上原価 3,091,045

割賦販売未実現利益戻入額 5,589

割賦販売未実現利益繰入額 7,103

売上総利益 921,763

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 11,014

役員報酬 112,150

給料 210,557

賞与引当金繰入額 20,587

退職給付費用 6,057

役員賞与引当金繰入額 7,767

役員退職慰労引当金繰入額 18,292

旅費及び交通費 59,536

減価償却費 9,682

研究開発費 21,459

その他 324,918

販売費及び一般管理費合計 802,024

営業利益 119,739

営業外収益

受取利息 1,853

受取賃貸料 10,395

受取手数料 15,619

その他 7,473

営業外収益合計 35,341

営業外費用

支払利息 1,823

為替差損 213

その他 6

営業外費用合計 2,043

経常利益 153,036

特別利益

貸倒引当金戻入額 624

製品保証引当金戻入額 5,000

特別利益合計 5,624

特別損失

固定資産除却損 22

投資有価証券評価損 5,750

特別損失合計 5,773

税引前四半期純利益 152,887

法人税、住民税及び事業税 57,456

法人税等調整額 8,728

法人税等合計 66,184

四半期純利益 86,703
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 1,088,240

売上原価 835,370

割賦販売未実現利益戻入額 1,882

割賦販売未実現利益繰入額 7,103

売上総利益 247,649

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,465

役員報酬 35,850

給料 68,770

賞与引当金繰入額 20,669

退職給付費用 2,931

役員賞与引当金繰入額 2,390

役員退職慰労引当金繰入額 6,097

旅費及び交通費 18,668

減価償却費 2,648

研究開発費 5,335

その他 94,922

販売費及び一般管理費合計 259,748

営業損失（△） △12,099

営業外収益

受取利息 521

受取賃貸料 3,384

受取手数料 15,619

その他 1,075

営業外収益合計 20,600

営業外費用

支払利息 597

その他 2

営業外費用合計 599

経常利益 7,902

特別利益

製品保証引当金戻入額 2,000

特別利益合計 2,000

特別損失

投資有価証券評価損 500

特別損失合計 500

税引前四半期純利益 9,402

法人税、住民税及び事業税 △11,416

法人税等調整額 20,948

法人税等合計 9,532

四半期純損失（△） △129
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 152,887

減価償却費 94,250

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,173

賞与引当金の増減額（△は減少） △34,913

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,057

製品保証引当金の増減額（△は減少） △5,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,140

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,984

受取利息及び受取配当金 △2,521

支払利息 1,823

投資有価証券評価損益（△は益） 5,750

売上債権の増減額（△は増加） 451,096

たな卸資産の増減額（△は増加） △158,072

仕入債務の増減額（△は減少） △222,740

その他 12,305

小計 304,760

利息及び配当金の受取額 2,606

利息の支払額 △1,820

法人税等の支払額 △67,341

営業活動によるキャッシュ・フロー 238,205

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △162,390

定期預金の払戻による収入 114,253

有形固定資産の取得による支出 △59,774

有形固定資産の売却による収入 336

その他 725

投資活動によるキャッシュ・フロー △106,850

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 66,000

長期借入金の返済による支出 △44,850

リース債務の返済による支出 △1,303

長期未払金の返済による支出 △1,165

配当金の支払額 △50,963

その他 △160

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,442

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 98,912

現金及び現金同等物の期首残高 226,292

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 325,204
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　会計処理の変更

(1) リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基

準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３

月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員

会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日

　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期会計

期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産

として計上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期

間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す

る方法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

引き続き採用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当

第３四半期累計期間のリース資産が有形固定資産

に3,279千円、無形固定資産に3,753千円計上され

ておりますが、損益に与える影響はありません。

 

(2) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

第１四半期会計期間から「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７

月５日　企業会計基準第９号)を適用しておりま

す。

なお、この変更により当第３四半期累計期間の

損益に与える影響はありません。
　
　

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【追加情報】

　

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

有形固定資産の耐用年数の変更

当社の機械装置については、従来、耐用年数を２～17

年としておりましたが、法人税法の改正を機に、経済的

耐用年数を見直した結果、第１四半期会計期間から一部

の資産について５～９年に変更しております。

なお、この変更により従来の方法によった場合に比べ

て、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税

引前四半期純利益が2,753千円減少しております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,175,814千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,100,840千円

２　保証債務

他社のリース契約に対して次のとおり保証を行っ

ております。

㈱梅井建設 17,314千円

安岡昌宏 6,510 〃

東亜エンジニアリング㈱ 6,464 〃

新栄工業㈱ 6,065 〃

日本マイティー㈱ 4,059 〃

㈱大阪環境 3,051 〃

エレファントジャパン㈱ 2,327 〃

新栄工業 2,152 〃

新井建設㈱ 1,667 〃

㈱神姫メンテナンス 1,493 〃

その他３社 499 〃

計 51,606 〃
 

２　保証債務

他社のリース契約に対して次のとおり保証を行っ

ております。

㈱梅井建設 20,095千円

東亜エンジニアリング㈱ 12,753 〃

安岡昌宏 9,982 〃

新栄工業㈱ 7,910 〃

㈱大阪環境 5,766 〃

エレファントジャパン㈱ 5,431 〃

日本マイティー㈱ 5,088 〃

新井建設㈱ 2,665 〃

新栄工業 2,582 〃

㈱神姫メンテナンス 2,140 〃

その他３社 2,445 〃

計 76,861 〃
 

※３　担保資産

担保に供されている資産について、事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前事業年度の末日

に比べて著しい変動が認められるもの

　投資有価証券　　　　　 2,799千円
 

※３　担保資産

 

　投資有価証券　　　　　 7,000千円
 

※４　当第３四半期会計期間末日満期手形の処理　　　　　　

　　　　

当第３四半期会計期間末日は金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。当第３四半期会計期間末日満期手形

は、次のとおりであります。

　受取手形 93,468千円

　支払手形　　　　 182,428 〃

 

※４　　　　　　　　　　 ―――
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 532,707千円

預入期間が
３ヶ月を超える定期預金

△133,890 〃

預入期間が
３ヶ月を超える定期積立金

△72,000 〃

別段預金 △1,611 〃

現金及び現金同等物 325,204 〃
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20

年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 4,280,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 2,978

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,329 12平成20年３月31日 平成20年６月23日

　

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期会計期間(自　

平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期会計期間末におけるリース

取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期会計期間末(平成20年12月31日)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期会計期間末(平成20年12月31日)

当社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期会計期間(自　

平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

619円93銭 611円67銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,651,439 2,616,368

普通株式に係る純資産額(千円) 2,651,439 2,616,368

普通株式の発行済株式数(株) 4,280,000 4,280,000

普通株式の自己株式数(株) 2,978 2,560

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

4,277,022 4,277,440

　
　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期累計期間

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 20.27円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 86,703

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 86,703

普通株式の期中平均株式数(株) 4,277,161
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第３四半期会計期間

当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 △0.03円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在せず、また、１株当たり四半期純損失であ

るため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) △129

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) △129

普通株式の期中平均株式数(株) 4,277,022

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　山　田　　　晃　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　梅　原　　　隆　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松

エンジニアリング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第38期事業年度の第３四半期会

計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成20年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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